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学校の組織変革と官民パートナーシップ 

―英国事例での学校経営のエンパワーメント― 

 

若林直樹 （京都大学大学院経済学研究科） 1 

１．はじめに 

■ＮＰＭによる教育行政改革と学校経営の変革  

 ●多様化・変動する教育ニーズに対応できる「学習する組織」への学校の転換  

・エンパワーメントによる問題解決能力強化  

・業績評価とアカウンタビリティー  

■英国事例の検討  

 

２．教育行政改革と学校経営のエンパワーメント 

２．１ 教育行政改革と学校の組織変革 

（１）教育行財政改革の方向性 

■教育ニーズへの変化  

●財政制約、多様な価値観と教育ニーズ、生涯学習社会  

●教育のニーズのマーケティングとサービス開発の能力  

■New Public Management 理論による行財政改革（大住  1999:36）  

 ●財政制約の下での顧客ニーズに対応したより効率的な公的サービス供給  

①競争原理の導入  

②企画機能の集権化と執行単位への執行権限委譲  

③業績目標による管理の導入  

●そのための組織改革  

→公的セクターへのマネジメント・サイクル（計画→執行→評価）の導入  

■英国における教育財政改革  

 ●学校経営への民間活力とマネジメント・サイクルの導入  

  →学校経営能力強化のエンパワーメントと業績管理による品質保証  

 ●パートナーシップ単位：地方教育当局、地域住民、企業・ＮＰＯ  

  →教育ニーズに対応する戦略への提携：「戦略的提携」  

（２）学校改革での施策展開 

■ＮＰＭ手法の教育改革への影響  

 ●広い範囲での民間企業、ＮＰＯの教育サービスへの参入  

■英国での動き (Fitz & Beers 2002) 

 ●民間参入（規制緩和）、パートナーシップ、ＰＦＩ、乗取り、教育バウチャー  

 ●教育経営組織 (Education Management Organizations)の役割の増大  
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■日本でも展開  

 ●民間機関参入拡大、民間人登用、ＰＦＩ（日野）、経営コンサルタント登用（三重） 

（３）その意義の検討 

■日本でのＮＰＭ的改革の検討する枠組に  

 ●教育問題解決と教育高度化への目標と戦略  

●その有効性の評価  

２．２ 英国でのＮＰＭと学校経営の改革 

（１）ＮＰＭと教育改革 

■サッチャー保守党政権とＮＰＭの導入  

 ●財政悪化に対応した公的部門への市場原理導入と地方政府縮小  

 ●Value for Money 原則＝低コストな供給を目標  

■ブレア労働党政権とＰＰＰ (Public Private Partnership)  

 ●原則の転換：Best Value 原則＝最も高い付加価値を提供を目標  

 ●地方自治体の戦略形成と改革リーダーシップの中心的役割を重視  

（２）教育分野での行政改革 

■継承されるＮＰＭ的施策  

 ●保守党政権：競争原理の導入と国家による品質保証  

・1988 年教育改革法：自由化と国家標準の制定（大田  2002）  

    全国カリキュラム、全国テスト、OFFSTEAD などの検査制度強化  

 ●新労働党政権：ＮＰＭに基づく教育水準向上戦略（窪田  2001）  

・1998 年学校の水準と枠組に関する法律：地方教育当局重視、改善プログラム支援  

 ●ＮＰＭに基づく４つの手法の利用 (Fitz & Beers 2002) 

  ①強制競争入札、②狭義のＰＰＰ、③ＰＦＩ、④乗っ取り  

■教育経営組織（Education Management Organizations）の成長 (Fitz & Beers 2002) 

 ●公的教育の乗っ取りや実施を担当する営利・非営利の教育経営企業  

 ●行政改革の展開を支える民間機関：成長する「サポート・サービス産業」  

 ●英国では 1000 億円市場に、GATT ウルグアイラウンド以降各国への輸出実施  

（３）変化する教師の専門性（Nixon et al. 1997） 

■社会の価値観の多元化と生涯学習の進展  

 ●その専門的知識の保有からの正統性の動揺：専門職から専門性へ  

■新たな専門職像：「学習する専門家」  

 ●多元的な価値を前提に、学習についての合意形成を行い、学習し続ける専門性  

２．３ エンパワーメントによる学校経営改革 2 

■ＰＰＰでの学校の組織変革の目指すもの：「学習する組織」への変革  

 ●ベスト・バリュー（最大価値）原則は、サービスの改善・発展の活動を期待  

●多様なニーズを調整して教育サービスを開発できる問題解決型組織への変革  

■エンパワーメント（権限委譲）とアカウンタビリティ（説明責任）  

１）エンパワーメントによる学習する組織への転換  
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  ●エンパワーメント：組織のパフォーマンスを上げるために権限委譲を行うこと  

   (Spreitzer 1996) 

   ①認知的：知識の習得と組織活動貢献についての理解を向上  

   ②動機付け：内的動機付けによる組織への信頼とコミットメント上昇    

●問題解決方法を開発する、すなわち「学習する組織」への組織開発  

 ２）アカウンタビリティ：利害関係者への事業活動についての説明責任  

  ●事業活動の業績評価とそれに対する説明責任  

２．４ 日本の学校経営と組織変革 

（１）学校経営への組織変革ニーズ 

■画一的な教育体制への反省：地域や時代のニーズにあった教育サービスの供給  

●問題解決能力とアカウンタビリティ  

●学校の経営能力：民間からの経営手法の移転  

・民間人校長（東京、埼玉、広島、大阪、奈良など）  

・ＰＦＩ（東京都日野市）  

・経営コンサルタント機関（産業能率大学）による経営能力研修  

・教育特区論議：包括的な規制緩和と民間参入  

（２）民間人校長の採用に見る経営スキルニーズ 

■期待されるマネジメント・スキル  

 ●広島県の民間人校長採用事例（２００１年秋調査）  

・校内での問題解決チーム作り：コミュニケーション開発など組織管理能力期待  

・地域へのアカウンタビリティ：積極的な広報活動や学校の目玉作り  

・校長会等を通じた地区の他学校への普及  

（３）問題点 

■経営サイクルの不在  

●経営課題設定と目標管理、業績管理の不在  

●教育委員会の戦略、目標、業績評価、インセンティブ政策の不在  

■組織の問題解決能力をどう強化するか  

●学校や教師だけで強化できるか：外部機関・団体の資源や情報、人材の利用  

＝＞提携問題  

 

３．英国での学校経営と組織改革 

３．１ ＰＰＰと教育行政改革 

■教育分野での民間企業導入を進めるプレア政権  

 ●教育分野での官民パートナーシップ  

 ●ベスト・バリュー原則：地域での教育フォーラムによる教育水準向上  

  ・コスト削減だけでな最大の付加価値選択  

■教師は教育能力向上に専念  

 ●補助的サービスやサービス戦略は外部機関のいた区や支援を積極的に受ける  

●学校教育の品質管理の強化：問題校への強制介入  

■「教育ビジネスの制度化」 (Fitz & Beers 2002) 
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●民間企業参入の４スキーム  

①強制公開入札と外注拡大：補助的サービス分野を中心に民間入札を行う  

②狭義のＰＰＰ：民間企業の公的教育への投資促進  

  City Technology College、Educational Action Zone 

③ＰＦＩ：民間企業主導での公的教育施設の建設・管理・資金計画の委託事業  

④乗っ取り：問題校、問題教育委員会について民間企業による経営権取得と代行  

■地域の官民のパートナーシップを改革組織単位にする  

 ●地方教育当局（ＬＥＡ）を焦点に  

 ●ＬＥＡ、ＥＭＯ、学校、ＮＰＯ、民間人の地域フォーラムで戦略策定と事業提携  

３．２ 教育経営組織による学校経営の事業化 

■教育経営組織の存在  

 ●定義：公的教育の経営代行や事業実施を専門とする営利・非営利の組織  

  ・営利：US: Edison/ UK: Cambridge Education Associates, Nord Anglia, Serco QAA 

  ・非営利：各種の Education Trust など  

 ●特に営利企業の拡大が著しい  

■教育経営サービスの営利企業  

 ●拡大する参入分野に対応して事業の拡大  

   ①補助的サービス事業（施設管理、人事管理、経理、研修、学校監査）  

  →②公的教育機関の経営委託（経営コンサルティング、経営権取得・代行）  

■代表的企業 Nord Anglia Education Plc. 

 ●本社：英国チェシャー州、教育サービス企業グループ、上場企業  

 ●規模：売上高 66600 万ポンド、税引前利益：400 万ポンド  

 ●事業：①学校経営事業、②公的教育関連のアウトソーシング事業  

 ●代表的事業：Outsourced LEA：Hackney LEA, Sundhill LEA 

■独立コンサルタントとなった校長資格保有者の人材のプール  

 ●早期退職制度、年金制度の変化で人材のプールが進む  

３．３ 官民パートナーシップによる学校の組織変革 

（１）業務外注 

■Nord Anglia の外注委託の実例  

①地方教育当局の経営業務委託契約（Outsourced LEA）：Westmister, London、上記の２  

 ②教育サービスの委託供給契約：職業教育、施設管理、学校監査委託  

 ③後方事務サービスの代行：給与計算、経理業務  

（２）ＰＰＰ 

■EAZ 政策  

 ●地域フォーラム EAZ Forum：教育関係者、企業、地域代表から構成される機関が統

治  

 ●７３EAZs (2000)；最初の２５地区に政府が７５万ポンド＋企業が２５万ポンド  

 ●コンピュータ、通信企業がインターネット環境を提供  

（３）ＰＦＩスキーム 

■ブリストル市のＰＦＩスキーム  
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●２００５年完成の中学校４校の校舎建替と施設管理の外部委託し、事業化  

●民間企業が資金計画、30 年契約の施設管理サービス供給委託契約で償却  

●資金計画だけではなくサービスの提案と供給能力  

（４）問題地方教育当局の乗っ取り 

■ブラッドフォード市における EducationBradford 

 ●OfStead による 2000 年に２回目の failing 認定；多民族地域、教育水準の低さ  

 ●2001 年に公開入札によるＬＥＡの経営代行主体の決定：Serco/QAA による乗っ取り  

 ●2002 年からの１０年契約でＬＥＡの民営化移管、企業と経営陣の一新、職員引継  

 ●戦略的経営パートナーシップの形成と教育再生戦略プランの策定  

３．４ 組織変革型リーダーシップへの転換 

■新たな経営環境の下での校長のリーダーシップの転換  

■経営管理者としての校長養成  

●ＮＰＱＨ (National Professional Qualification for Headship) 校長資格  

＝＞校長資格での経営管理者としての組織管理能力認定  

■ＮＣＳＬ（National College for School Leadership）  

 ●ＮＰＱＨについての研修、資格認定事業を行うＮＧＯ  

 ●政府、ＬＥＡ、教育関係者、ＮＰＯ、ＥＭＯから成るパートナーシップ  

 ●事業：①学校経営リーダーシップ開発の研修、資格認定、②オンライン研修、③研

究  

■ＮＰＱＨで目指される校長職の要件（Headship）  

 ①学校経営の戦略的な方向付けと発展  

 ②効果的な教育や学習の実現  

 ③スタッフの指導と管理  

 ④スタッフや資源の効率的・効果的な開発  

 ⑤アカウンタビリティ  

 

４．おわりに 

■教育行政改革：教育ニーズに合ったコスト削減と教育サービス開発  

●学校での問題解決型への組織変革：サービス開発の能力強化  

●教師の役割の再検討：学習の専門家能力：全般管理者から専門職へ  

■英国の教育行政改革  

 ●パートナーシップ：コスト削減から価値創造のコンサルティングへ  

 ●ＰＰＰの問題  

  ・そんなに売上量、利益は得られていない  

  ・一貫性、安定性、普遍性の動揺  

  ・かくれ借金批判  

■日本の議論へ  

 ●教育ニーズの地域マーケティングの意識  

 ●管理サイクルの不在：新手法導入の戦略性と業績評価の不在  

●問題解決型への組織変革：エンパワーメントとアカウンタビリティ  
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表１ 公的教育分野での支援サービスを行う主要民間企業  

 

企業名 営利 国 主要事業 規模 主要事例 

Serco  営利 英国 

 

防衛、保健医療、刑務

所、教育などの公的部

門での管理業務外注 

・人員：19500 

・売上：668.5 百

万ポンド（’99） 

・ＬＥＡ乗っ取り 

Bradford LEA 

WS Atkins 営利 英国 

 

エンジニアリング、アウ

トソーシングのコンサル

ティング 

・人員：8500 

・売上：516.8 百

万ポンド（’00） 

・ＰＦＩ 

Ceredigion 

County での中

学校校舎建設 

Ensign (Tribal 

Group/ Gourp 4 

consortium) 

営利 英国 

 

教育分野専門のアウト

ソーシングと研修 

・人員：1000 

・売上：15.5 百

万ポンド（’01） 

・ＰＦＩ 

Wiltshire での

中等学校校舎

建設 

Cambridge 

Education 

Associates 

営利 英国 教育サービス 

教育分野でのアウトソ

ーシング 

・人 員 ：30 （本

社） 

・売上：5百万ポ

ンド（’00） 

・乗っ取り 

Islingnton 

LEA 

Capita 営利 英国 経営コンサルティング、

アウトソーシング 

専門サービスサポート 

・人員：6500 

・売上：327 百

万ポンド（’99） 

・学校事務への

情報システム

開発 

CfBT (Centre 

for British 

Teachers) 

非営利 英国 教育・訓練サービス ・人員：1800 

・売上：70 百万

ポンド（’01） 

・EAZ 

Lambeth, 

South London 

Nord Anglia 営利 英国 私立学校経営 

教育分野経営・コンサ

ルティングサービス 

・人員：1800 

・売上：62.4 百

万ポンド（’99） 

・School 

Impovement 

Service 

Hackney and 

Westmeinster 

※資料出所：”Schools: Profits for the Taking,” Oct. 28 2002, available from http: 

//www.cix.co.uk/~frizinghall /privatisation/information/privatising.pdf など。  
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Nord Anglia  http://www.nordanglia.com/ 
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EducationBradford  http://www.educationbradford.com/ 


